
施策の
基本方針

・多様化・高度化する行政ニーズに的確に対応するため、組織の見直しや効果的な人員配置を図ります。
・職員の資質の向上や意識改革を図るための人材育成に取り組みます。

単位

％

人

職位に求められる能力を発揮していると評
価された、評価項目の割合

町の職員数

成果指標名

Ｄ

Ｃ

Ｂ

施
策
の
目
的

対象

組織

意図

効果的に機能する。

施
策
の
目
的
・
目
標
達
成

の
た
め
の
役
割
分
担

１．町民（事業所、地域、団体）の役割 ２．行政（町、県、国）の役割

・組織の見直しや職員の育成について理解・協力し、その一役を担う。 ・少人数で効果的なサービスが提供できる組織・体制づくりに努める。
・職員一人ひとりの資質や能力向上のための育成を推進する。

施
策
を
取
り
巻
く
状
況

１．施策を取り巻く状況（対象や法令等）は今後どのように変化するか？ ２．施策に対して、住民や議会からどんな意見や要望が寄せられているか？

・定年退職年齢の引き上げの検討が開始される。
・会計年度任用職員制度が令和2年4月1日に施行される。

・町民アンケートでは、３分の２の町民が職員の応対・接遇に好感を持って
いるという結果ではあったが、自由記述欄には、「職員のレベルアップ」や
「町民の要望を反映して欲しい」などの意見が寄せられている。

指
標
設
定
の
考
え
方
と

実
績
値
の
把
握
方
法

A）適正な職員定員管理状況で行政サービスを提供することが、効率的であるといえるため成果指標とした。特に職員数が多いことからこの数値を把握する。
また、人口と産業構造の二つの要素を基準とした類似団体と普通会計レベルで比較が可能。
B）人材育成基本方針を基本に設定されている能力行動基準に対し、各段階において期待される能力、姿勢を発揮したと評価された割合が高いほど、職員
の意識改革と能力・資質の向上が図られたと考えることができるため成果指標とした。
人事評価能力評価結果により割合を把握

目
標
値
設
定
の
考
え
方

A）職員数については、定年延長の導入等に伴う増減や再任用職員数の動向を考慮した上で設定。【（人口１万人あたり職員数（普通会計））類似団体平均：
88.68人（2017.4.1）、沼田市：75.47人（2017.4.1）、みなかみ町：108.40人（2017.4.1）】
B）2016年度（平成28年度）能力評価の結果、期待される能力・姿勢を十分発揮したと評価した割合は、85.5％という結果となった。この割合を基準として、毎
年度1ポイントの上昇を目標値として、2022年度には90％を目指す。

目標値
E

実績値

施
策
の
成
果
指
標

区分

目標値

実績値

目標値

実績値

87.6

目標値 85.0 86.0 87.0

実績値 85.5 84.5

88.0 89.0 90.0

2016年度(H28) 2017年度(H29) 2018年度(H30) 2019年度(R1) 2020年度(R2) 2021年度(R3) 2022年度(R4)

Ａ
実績値 245 240 233

目標値 240 235 225 235 240 240

意図

1 効果的な組織運営 組織 効果的に機能する。

2 人材の育成 職員
基
本
事
業

基本事業名 対象

4

資質を向上させる。

3

山岸 正幸

施策 30 効率的な組織運営の推進 関係課

月 12 日

基本
目標

Ⅵ 効率的で効果的な行政運営 主管課
名称 総務課

課長

施策マネジメントシート（2018年度の振り返り、総括） 作成日 2019 年 6



###

###

###

###

###

###

###

###

###

###

###

###

###

###

###

2022年度2021年度2020年度2019年度2018年度2017年度2016年度区分単位

30.4 33.3

32.0 33.0 34.0 35.030.0 31.0

成果指標名

職員の年次有給休暇消化率 ％

人材の育成

Ｂ

Ａ

Ｂ

Ａ

Ｂ

Ａ

Ｂ

Ａ

職員の応対・接遇に好感を持てる
と感じている町民の割合

目標値

実績値

目標値

実績値

70.066.0 67.0

目標値

実績値

目標値

実績値

65.565.4

基本事業名

効果的な組織運営1

2
68.0 69.0 70.0

3

31.3

目標値

実績値

目標値

実績値

65.5

目標値

実績値

目標値

実績値

％

基本事業名

効果的な組織運営

施
策
の
成
果
水
準
の
分
析
と
背
景
・
要
因
の
考
察

実績比較 背景・要因

①
時
系
列
比
較

かなり向上した。
①職員数は、平成22年297人から平成30年度233人と8年間で64人減少となった。職員数の減少要因につ
いては、行財政改革行動指針に基づき実施してきた希望退職の推進、新規職員の採用抑制等、組織のス
リム化効率化を推進してきた結果といえる。
②「職位に求められる能力を発揮していると評価された、評価項目の割合」は、平成28年度85.5％、平成29
年度84．5％、平成30年度87.6％と変動した。

どちらかといえば向上した。

ほとんど変わらない。（横ばい状態）

どちらかといえば低下した。

かなり低下した。

③
目
標
の
達
成
状
況

目標値を大きく上回った。
①職員数については、今までの勧奨退職等の推進による減少と新規採用職員の抑制により目標値以上の
成果があった。
②「職位に求められる能力を発揮していると評価された、評価項目の割合」については、目標値を上回る結
果となった。目標値を多少上回った。

ほぼ目標値どおりの成果であった。

4

基
本
事
業
の
成
果
指
標

4

今
後
の
課
題
と
取
り
組
み

（
案

）

人材の育成

今後の課題 今後の取り組み（案）

1

①重点施策に基づいた組織の体制づくり、人員配置の見直し
②会計年度任用職員の適正配置

①住民にもわかりやすい組織とするため平成３１年４月からグ
ループ制から係制に変更し、係制に基づいた組織の見直しと
人員配置を行う。
②事務事業の見直しを行いながら、正職員はもとより会計年
度任用職員も含めた適正配置を行う。

2

職員減少及び事務量が年々増加する傾向にあり、国におい
ては働き方改革による生産性の向上や「ワークライフバランス」
による多様な働き方が進められている。職員を取り巻く環境が
変化していく中、これまで以上に職員の意識改革と育成に取
り組む必要が生じている。

①職員一人ひとりのやる気と能力を高めるため、人事評価結
果と連動した研修実施計画を策定して職員に勧奨する。ま
た、人事評価制度を基本とした処遇反映制度の構築を検討
推進する。
②多様な職員研修を検討し、多くの職員に研修を受ける機会
を提供する。

3

目標値を多少下回った。

目標値を大きく下回った。

②
他
団
体
と
の
比
較

かなり高い水準である。
①平成３０年４月１日現在の利根沼田管内市町村の職員数（普通会計）は、沼田市371人、川場村53人、昭
和村83人、片品村81人、みなかみ町209人である。人口規模及び産業構造が類似している団体との人口1
万人当たりの職員の平均数を比較すると、全国平均９１．６２人に対しみなかみ町１０７．４７人となり、＋１５．
８５人となっている。また、利根沼田管内市町村の類似団体との人口１万人当たりの職員の平均数との比較
においては、沼田市△２４．９３人、川場村△６２．５５人、昭和村△４３．９２人、片品村△４４．２７人となって
おり、いずれにおいても平均よりも少ない職員数となっている。本町のように面積が広く行政サービスが広範
囲に及ぶことを考慮すると一概には比較できないが、適正な行政規模と少数精鋭による行政運営は不可欠
となっている。
②平成２６年に地方公務員法が改正され平成２８年４月からいずれの自治体においても人事評価制度が導
入されたが、他団体の成果指標がないため比較ができない。みなかみ町では平成２１年度より人材育成基
本方針に基づいて人事評価制度を導入し、職員研修についても研修実施計画に基づき計画的に実施して
いる。

どちらかといえば高い水準である。

ほぼ同水準である。

どちらかといえば低い水準である。

かなり低い水準である。

施策 30 効率的な組織運営の推進 主管課
名称 総務課

課長 山岸 正幸



30_効率的な組織運営の推進

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

～ 年間

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ ～ 年間

平成 30 9 1 元 6 11

施
策
体
系

施策 30 効率的な組織運営の推進
事業実績

利根沼田広域市町村圏での市町村
の共同処理事務事業

なし

事業費 18,121,000 円事務事業 000001 利根沼田広域市町村圏整備組合運営費負担事業

① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 効果的な組織運営

利根沼田市町村数（構成
団体数）

目 1 5 5 団体

平成 30 9 1 元

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 有 組織 総務 課 総務 係

課題なし なし

施
策
体
系

施策 30 効率的な組織運営の推進
事業実績

職員採用申込者の統一試験（職員
採用第一次試験）の事務を委託。職
員共済（任意・長期・自動車）の加
入・継続等の事務処理

なし

事業費 14,271 円

6 14

事務事業 000002 群馬県町村会参画事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 効果的な組織運営 職員採用試験応募者数

目 1 29 17 人

平成 30 9 1 元

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 無 組織 総務 課 総務 係

課題なし なし

施
策
体
系

施策 30 効率的な組織運営の推進
事業実績

利根郡町村会で行う自治功労者・
永年勤続者の表彰等に係る事務及
び表彰。

なし

事業費 1,135,567 円

6 14

事務事業 000003 利根郡町村会参画事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 効果的な組織運営 永年勤続功労被表彰者数

目 1 10 11 人

平成 30 9 1 元

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 無 組織 総務 課 総務 係

課題なし なし

施
策
体
系

施策 30 効率的な組織運営の推進
事業実績

利根沼田の市町村単独では実現が難しい広域的な案件に
ついて、利根地方総合開発協会が取りまとめ、群馬県や群
馬県議会、国や関係機関・団体等に対して陳情請願を行う。
この協会は利根沼田地域内の自治体や議会で組織(町長及
び議長が役員)されており、下部に総務企画経済部会、交通
水利部会、農林業部会、教育民生部会があり、利根沼田広
域圏の活性化について討議し県への陳情活動などを行って
いる。
各部会には市町村の職員が主に幹事として配置され、総会
や幹事会に出席している。

継続案件の再確認や新規案件
の調査

事業費 737,325 円

6 21

事務事業 000004 利根地方総合開発協会参画事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 効果的な組織運営 会議等出席回数

目 7 3 3 回
事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 無 組織 総合戦略 課 企画 係

単年度では解決しない案件もある
ため、継続して活動していくことが望
まれる。

引き続き活動に参画していく。



30_効率的な組織運営の推進

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ ～ 年間

平成 30 7 30 元

施
策
体
系

施策 30 効率的な組織運営の推進
事業実績

行政事務を推進する中で、個人の
権利やプライバシー等町民とのトラ
ブルや行政情報開示請求等につい
て、専門的な知識のある弁護士に
相談や調査等をお願いするため委
託契約を結んでいる。

なし

事業費 680,400 円

6 18

事務事業 000007 行政行為相談事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 効果的な組織運営 相談件数

目 1 0 0 件

平成 30 9 1 元

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 無 組織 総務 課 秘書 係

特になし
顧問弁護士の体調を考慮し、委
託先について検討を行う。

施
策
体
系

施策 30 効率的な組織運営の推進
事業実績

町が所有、管理する施設地等にお
いて、町等の業務遂行上の過失に
起因する事故について損害を総合
的に補填する保険事業。

なし

事業費 1,452,656 円

6 13

事務事業 000008 全国町村会総合賠償保険事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 効果的な組織運営

示談件数・損害賠償申請
件数

目 1 4・4 7･7
件・
件

平成 30 7 30 元

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 無 組織 総務 課 総務 係

課題なし なし

施
策
体
系

施策 30 効率的な組織運営の推進
事業実績

町の条例、規則、要綱及び規程の
制定改廃を行う。また、公布された
条例等例規を紙媒体の例規集と
データによる例規システムとして整
備する。

課題に対する取り組みなし

事業費 2,968,845 円

6 13

事務事業 000009 法制執務事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 効果的な組織運営 例規審査件数

目 2 111 108 件

平成 30 7 30 元

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 無 組織 総務 課 総務 係 事務の根拠となる法令を解釈する

ためには法制執務の知識が必要で
ある。システムを利用する際にも知
識が必要なため法制執務の研修も
必要となる。

可能な範囲で外部研修等への参
加を検討する。

施
策
体
系

施策 30 効率的な組織運営の推進
事業実績

県及び県内の市町村を会員とする
団体で県及び県内の市町村が保存
している公文書等を歴史資料として
保存活用することを目的としてい
る。

課題に対する取り組みなし

事業費 3,000 円

6 13

事務事業 000010 公文書保存活用事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 効果的な組織運営 協議会出席回数

目 2 2 1 回
事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 無 組織 総務 課 総務 係 公文書管理法の施行により、公文

書管理条例の策定を見据え、公文
書の適切な保存活用のため、協議
会で得られた情報を活かしていかな
ければならない。

引き続き内容を検討していく。



30_効率的な組織運営の推進

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ ～ 年間

平成 30 9 1 元

施
策
体
系

施策 30 効率的な組織運営の推進
事業実績

職員の事務処理に必要なコピー用
紙などの事務用品や封筒の調達・
在庫管理や負担金の支払いなど
行っている。

なし

事業費 14,686,751 円

6 13

事務事業 000011 事務用品・器具類管理事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 効果的な組織運営 単価契約・リース契約件数

目 1 75 75 件

平成 30 9 1 元

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 無 組織 総務 課 総務 係

課題なし なし

施
策
体
系

施策 30 効率的な組織運営の推進
事業実績切手やハガキの購入及び在庫管

理、また宅急便・メール便・後納郵
便等の支払いを行っている。

なし

事業費 1,647,679 円

6 13

事務事業 000012 通信運搬事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 効果的な組織運営

切手等購入回数（伝票処
理件数）

目 1 10 10 件

平成 30 8 16 元

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 無 組織 総務 課 総務 係

課題なし なし

施
策
体
系

施策 30 効率的な組織運営の推進
事業実績

町有自動車の適切な維持管理のた
めの事業
・公用車購入、タイヤ管理、自動車
共済事務、事故処理、修繕対応、経
費支払い事務等

定期点検、タイヤ交換等整備を
適切に行い、公用車の安全確保
に努めた。

事業費 38,750,410 円

6 19

事務事業 000013 公用車維持管理事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 効果的な組織運営 管理対象車両台数

目 5 299 279 台

平成 30 7 30 元

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 有 組織 総務 課 消防・防災 係 職員に対し、「公用」車の意味を再

認識させたうえで利用してもらう必
要がある。また、各課の公用車管理
担当には、車両管理をより身近な作
業と認識してもらう必要がある。

整備・給油・洗車等公用車管理
を引き続き適正に行い、各課車
両の適正管理も求め、事故の軽
減を目指す。

施
策
体
系

施策 30 効率的な組織運営の推進
事業実績

職員私有車登録台帳整備、私有車
使用承認事務、旅費支給事務

なし

事業費 0 円

6 18

事務事業 000015 私有車の公務使用事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 効果的な組織運営 私有車出張制度利用回数

目 1 0 0 回
事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 無 組織 総務 課 人事 係

特になし なし



30_効率的な組織運営の推進

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ ～ 年間

平成 30 8 16 元

施
策
体
系

施策 30 効率的な組織運営の推進
事業実績

・公共施設の指定管理者選定委員
会の開催及び指定に関する事務全
般。
・指定管理者の実績報告、協定等
の取りまとめ

審査対象となる施設９施設のう
ち、指定管理実績の芳しくない１
施設について公募を行った。

事業費 17,200 円

6 21

事務事業 000017 指定管理者制度事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 効果的な組織運営 審査実施件数

目 6 13 9 件

平成 30 8 16 元

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 有 組織 総合戦略 課 財政・契約 係 ・指定管理者を公募する施設が少

ない。
・恒常的に指定管理料が発生して
いる施設への対応。
・リスク分担の見直し。

・担当課へ積極的に公募による
選考をするよう働きかける。
・担当課と連携し、定期的な業務
実績の分析とリスク分担等の検
証を行い、指定管理者に経営努
力を促す。

施
策
体
系

施策 30 効率的な組織運営の推進
事業実績

公用車の適切な更新を行うための
事業

公用車3台購入。

事業費 15,005,771 円

6 19

事務事業 000021 公用車整備事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 効果的な組織運営 整備（更新）台数

目 5 5 3 台

平成 30 8 10 元

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 無 組織 総務 課 消防・防災 係

各課各職員のニーズを十分把握し
たうえで車種選定などに必要な情
報収集を求められる。

適正な台数管理を行い、計画的
な整備を行う。

施
策
体
系

施策 30 効率的な組織運営の推進
事業実績

【指定制】研修においては、①新規採用時職員、②新任課長補佐、③新
任課長、④勤続年数5～9年程度の主査・主任を対象として、群馬県町村
会及び群馬県自治研修センターが主催する町村職員向けの研修に職員
を推薦して参加してもらっている。
【指定制】研修は、特別な事情がない限り必ず参加してもらっている。
【希望制】研修においては、群馬県自治研修センターが年間計画に基づ
いて県職員・町村職員の合同で実施している各種研修に、職員個人の意
思や組織の方針に基づき、職員を推薦し参加してもらっている。市町村
職員中央研修所が実施している市町村ｱｶﾃﾞﾐｰにも参加を呼びかけてい
る。平成29年度中は2名の参加実績であった。全国市町村国際文化研修
所(国際文化ｱｶﾃﾞﾐｰ)へも8名の職員が参加した。
【町主催研修】町主催による研修を合計5回開催した。①職員の住民に
対する接し方のひとつの手段としての話し方の取得を目的としたものとし
て「話し方研修」、人事評価制度の定着と評価者のバランスを均等にして

みなかみ町職員研修計画に基づ
き県自治研修センターが実施す
る研修以外の他の外郭団体や
民間会社が行っている研修への
参加を呼びかけている。

事業費 9,970,366 円

6 20

事務事業 000001 職員研修事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 人材の育成

研修参加職員数
（他団体主催・町主催）

目 1 55・167 40・176 人

平成 30 7 30 元

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 無 組織 総務 課 人事 係 職員個々の意識、組織の風土、この２つをどのようにして変

えていくかが重要となる。人材を育成するための１つの重要
な手法として「研修参加・実施」することが組織の当たり前に
なるには、地道な努力が必要となる。そのためには、なかな
か見えてこない「研修の成果」が少しでも職員に伝わるように
担当者が工夫を凝らして事業を進めていく必要がある。

引き続き研修参加を周知していく
ことにより、研修を受けることが
当たり前になるような土壌を形成
していく。また、多くの職員が参
加できるよう、例えばｅラーニング
等、忙しくても参加できる研修を
研究していく。

施
策
体
系

施策 30 効率的な組織運営の推進
事業実績

・職員の給与、勤務条件に関する措置の要
求を審査・判定し必要な措置を執る。
・職員に対する不利益な処分についての不
服申し立てに対する裁決又は決定をする。
・職員の苦情に対し必要な処理・措置を行う。

群馬県市町村課が主管する、公
平委員会共同処理の検討部会
に参加。
共同設置について協議を行っ
た。

事業費 17,200 円

6 18

事務事業 000004 公平委員会運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 人材の育成 委員会開催件数

目 15 1 1 件
事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 無 組織 総務 課 人事 係

　課題は特になし。現状維持（法に
基づき実施）
　群馬県市町村課の提案により共
同設置についての検討協議を行う。

群馬県市町村総合事務組合に
共同設置し事務処理を行えるか
協議済み。
町として加入する方針の確認を
行う。



30_効率的な組織運営の推進

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ ～ 年間

平成 30 9 1 元

施
策
体
系

施策 30 効率的な組織運営の推進
事業実績

全国町村会及び郡町村会による弔
慰金(保険金)等の事業。

なし

事業費 1,285,800 円

6 13

事務事業 000005 町村職員等弔慰金保険事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 人材の育成 被保険者数

目 1 272 264 人

平成 30 8 10 元

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 無 組織 総務 課 総務 係

課題なし なし

施
策
体
系

施策 30 効率的な組織運営の推進
事業実績

職員の健康管理のため健康診断・
ストレスチェックを実施する。
職員の人間ドックの申し込み、受診
日程調整等職員の人間ドック利用
者に対する助成金交付
職員の健康管理（衛生委員会）

なし

事業費 2,566,748 円

6 20

事務事業 000006 職員健康管理事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 人材の育成

受診職員数
（健康診断（正規）・健康診
断（臨時）・人間ドック）

目 1
33・39・

205
37・38・

194
人

平成 30 8 20 元

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 有 組織 総務 課 人事 係

課題なし なし

施
策
体
系

施策 30 効率的な組織運営の推進
事業実績

①職員給料・諸手当を計算・確定し
支給する。
②各種給与関係調査（給与実態調
査等）に対し、報告する。
③人事給与システムを運用する。

なし

事業費 1,594,080 円

6 20

事務事業 000012 職員給与等管理事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 人材の育成

給与等支給回数
・各種調査報告回数

目 1 14・26 14・24 回

平成 30 7 30 元

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 無 組織 総務 課 人事 係

課題なし なし

施
策
体
系

施策 30 効率的な組織運営の推進
事業実績

町長の諮問により、議会の議員報酬並
びに町長、副町長の及び教育長の給料
に関する条例を議会に提出するとき審
議会の意見を聴くための機関である。
事務局として委員の選任、審議会の開
催、会議録の作成、審議結果を町長に
諮問、議会への上程を行う。

なし

事業費 0 円

6 18

事務事業 000013 特別職報酬等審議会事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 人材の育成 審議会開催件数

目 1 0 0 件
事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 無 組織 総務 課 人事 係

課題なし なし



30_効率的な組織運営の推進

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

Ｈ ～ 年間

平成 30 8 10 元

施
策
体
系

施策 30 効率的な組織運営の推進
事業実績

社会保険制度は、健康保険料と厚生年金保険料から成り立って
いる。不測の事故や老後の生活にそなえて、働く人たちが収入に
応じて保険料を出し合い、これに事業主も負担していざというとき
に医療や介護、年金・一時金の給付を行い生活の安定をはかると
いう目的のものである。
みなかみ町が採用する臨時職員の健康保険、厚生年金保険への
資格取得・脱退に係る事務及び社会保険料控除額の計算事務を
行う。
財団法人群馬県社会保険協会では、社会保険制度の普及を目的
とした月刊機関紙「社会保険ぐんま」の発行等に伴い、負担金の
納入事務等を行う。

なし

事業費 913,858 円

6 20

事務事業 000014 臨時職員社会保険手続事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 人材の育成 対象被保険者数

目 1 96 96 人

平成 30 8 10 元

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 無 組織 総務 課 人事 係

特になし。

令和２年度から会計年度任用職
員制度が導入されるため、採用
される会計年度任用職員に対す
る手続について漏れのないよう
行う必要がある。

施
策
体
系

施策 30 効率的な組織運営の推進
事業実績

公務災害補償制度は、職員が公務上の
災害(負傷・疾病・傷害又は死亡)又は通
勤による災害を受けた場合、その災害
により生じた損害を補償し、必要な福祉
事業を行うことで、職員及びその遺族の
生活の安定と福祉の向上に寄与するこ
とを目的としている。

なし

事業費 101,735 円

6 20

事務事業 000015 非常勤職員公務員災害補償事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 人材の育成 療養及び休業補償件数

目 1 3 0 件

平成 30 8 17 元

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 無 組織 総務 課 人事 係

特になし。 なし

施
策
体
系

施策 30 効率的な組織運営の推進
事業実績

日本電信電話ユーザ協会へ負担金
を支払うことによって、各種研修へ
の参加や情報通信技術に関する最
新情報の提供を受けることができ
る。町長が利根沼田地区監事となっ
ている。

なし

事業費 8,400 円

6 19

事務事業 000016 日本電信電話ユーザ協会参画事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 人材の育成 研修等参加人数

目 1 0 0 人

平成 30 8 10 元

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 無 組織 総務 課 消防・防災 係

課題無し なし

施
策
体
系

施策 30 効率的な組織運営の推進
事業実績

所管毎に個別管理していた臨時職
員を総務課において一元管理し、正
規、再任用及び臨時職員等を効率
的、効果的に配置する。

会計年度任用職員制度導入の
ため各課ヒアリングを実施し、各
課の事務内容の見直し及び人件
費の削減を提案した。

事業費 137,429,656 円

6 20

事務事業 000018 人材活用管理事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 人材の育成 管理対象の臨時職員数

目 1 96 75 人
事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

平成29年度 平成30年度 単位
根拠 無 組織 総務 課 人事 係 地方公務員法の改正により、今後、

臨時職員の任用やあり方につい
て、令和２年度から会計年度職員
等の制度導入がされるため、これに
伴う見直しが必要となる。

会計年度任用職員制度導入に
伴い各課の事務内容を精査し、
民間等に委託に出せる業務は委
託し、人件費の見直しを図る。


